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業者の選定は、一般競争入札等により行われており、入札結果等については、ＪＩＣＡのＨＰ等で公開している。

見直しの
余地

予算が削減される中、コスト縮減努力等を行ってきている。現在、ＯＤＡのあり方の見直しについて議論を行っており、同
議論を踏まえ、引き続き、効率的、効果的な援助を実施するべく努めていく考え。
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費用総額(執行ベース) 15,591 19,421 80,793

- - 102.7%

執行額 15,591 19,421 80,793

案件概要
（5行程度以
内。別添可）

「鳩山イニシアティブ」の下、排出削減等の気候変動対策に取り組む途上国、及び気候変動の悪影響に対して脆弱な途
上国を広く対象として、国際交渉の進展状況を注視しつつ、支援を実施する。また、生物多様性条約ＣＯＰ１０の議長国と
して、世界における生物多様性保全に向けて、特に途上国の取組に対して支援を実施する。

実施状況

アジア地域：２１１．２１億円（２７件）　　　　　中央アジア・欧州地域：２１．０７億円（４件）
アフリカ地域：３３４．６１億円（５１件）
中東地域：６６．３３億円（９件）
大洋州地域：４１．２７億円（８件）
中南米地域：１３３．４４億円（１７件）

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度

予算額(補正後） - - 78,668

23年度要求

予算額(当初） - - 16,250 21,000

執行率

案件の目的
（目指す姿を
簡潔に。

3行程度以内）

環境・気候変動問題の解決に向け、途上国等に対して、政府開発援助（ＯＤＡ）のうち、無償資金協力（開発途上国がそ
の経済・社会開発に資するための計画を実施する上で必要となる資金を返済義務を課さないで供与する形態の援助）に
よる人々の生活に直接影響を及ぼす環境・気候変動対策における支援を実施する。

担当部局 国際協力局 担当課室 開発協力総括課 課長　牛尾　滋

会計区分 一般会計 上位政策 経済協力に必要な経費

事業番号 8

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(外務省)

案件名
環境・気候変動分野における途上国支援

（無償資金協力）
案件開始

年度
昭和４３年度（無償資金協力） 作成責任者

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

外務省設置法第４条第１項ハ
関係する計
画、通知等

政府開発援助（ＯＤＡ）大綱
鳩山イニシアティブ



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)て補足する)
(単位:百万円)



環境・気候変動分野における途上国支援

A　国際機関 Ｅ　コンサルタント

供与先 金額（百万円） 支払先 金額（百万円）

1 ＵＮＩＣＥＦ 601 1 日本テクノ 323

2 ＵＮＤＰ 530 2 国際航業 248

3 東京設計事務所 160

B　ＪＩＣＡ 4 日本工営 135

供与先（予定） 金額（百万円） 5 八千代エンジニアリング 127

1 コンゴ（民） 2,025 6
日本テクノ／地球システム
科学

85

2 ナイジェリア 1,485 7
建設技研インターナショ

ナル／日本工営
41

3 ルワンダ 1,435 8 三祐コンサルタンツ 40

4 セネガル 1,106 9 エーエスエンジニアリング 39

5 シリア 966 10 協和コンサルタンツ 38

6 ガンビア 897

7 モンテネグロ 596

8 グルジア 480 Ｆ　民間業者

9 ボリビア 215 支払先 金額（百万円）

10 ブルキナファソ 155 1 間組 1,833

2 クボタ工建 742

3 鉱研工業 580

Ｃ　途上国政府（調達代理機関） 4 日さく 436

供与先 金額（百万円） 5 利根エンジニアリング 325

1 ラオス 2,868 6 鴻池組 324

2 カンボジア 2,545 7 丸紅 251

3 マラウイ 2,317 8 西澤／鴻池組 221

4 フィリピン 2,100 9 大日本土木 168

5 ガーナ 2,010 10 日さく／利根 131

6 インドネシア 2,000

7 エチオピア 1,700

8 ヨルダン 1,654

9 ケニア 1,600

10 バングラディシュ 1,500

※支払先が多数のため上位10社を記載している。

※供与先が多数のため上位10カ国を記載している。

※支払先が多数のため上位10社を記載している。

※供与先が多数のため上位10カ国を記載している。




